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(57)【要約】
　真空測定セルは、酸化アルミニウムからなる第１のハ
ウジング本体（１）、およびその手前に縁部領域で真空
を密封するように配置されて基準真空室（２５）を形成
する酸化アルミニウムからなるダイヤフラム（２）を含
んでおり、酸化アルミニウムからなる第２のハウジング
本体（４）は前記ダイヤフラム（２）に向かい合って縁
部領域で真空を密封するように設けられるとともに、測
定されるべき媒体のための接続手段（５）を備える測定
真空室（２６）を形成しており、前記第１のハウジング
本体（１）には中央領域で光学的に透明な窓（３３）が
構成され、該窓の方を向いているダイヤフラム表面（３
１）は中央領域で光学的に反射をするように構成されて
おり、前記基準真空室（２５）の外部では前記窓（３３
）に向かい合いつつ間隔をおいて光ファイバ（３７）が
前記ダイヤフラム表面（３１）へ光を出入力するために
設けられており、前記光ファイバ（３７）と前記窓の間
にはレンズ（３５）が前記ダイヤフラム表面（３１）へ
の光学的結合のために設けられており、この構造はファ
ブリ・ペロ干渉計によって前記ダイヤフラム（２）の撓
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　酸化アルミニウムからなる第１のハウジング本体（１）、およびこれからわずかな間隔
をおいて配置されて縁部領域で真空を密封するように配置され、それぞれの間で基準真空
室（２５）が形成されるようになっている酸化アルミニウムからなるダイヤフラム（２）
を有しており、酸化アルミニウムからなる第２のハウジング本体（４）が前記ダイヤフラ
ム（２）に向かい合って縁部領域で真空を密封するように設けられるとともに、測定され
るべき媒体と接続するための接続手段（５）が連通する測定真空室（２６）を該ダイヤフ
ラムとともに形成している真空測定セルにおいて、前記第１のハウジング本体（１）には
少なくとも中央領域で光学的に透明な窓（３３）が構成されるとともに、該窓の方を向い
ている前記ダイヤフラム（２）の表面（３１）は少なくとも中央領域で光学的に反射をす
るように構成されており、前記基準真空室（２５）の外部では前記窓（３３）に向かい合
いつつ間隔をおいて光ファイバ（３７）が前記ダイヤフラム（２）の前記表面（３１）へ
光を出入力するために設けられており、前記光ファイバ（３７）と前記窓の間にはレンズ
（３５）が前記ダイヤフラム表面（３１）への光学的結合のために設けられており、この
構造はファブリ・ペロ干渉計によって前記ダイヤフラム（２）の撓みを検出するための測
定区間を形成するようになっていることを特徴とする測定セル。
【請求項２】
　前記ダイヤフラム（２）はサファイアの形態の酸化アルミニウムでできていることを特
徴とする、請求項１に記載の測定セル。
【請求項３】
　前記第１のハウジング本体（１）は少なくとも部分的にサファイアの形態の酸化アルミ
ニウムでできており、当該部分は光学的に透過性の前記窓（３３）を形成するために中央
領域に位置していることを特徴とする、請求項１または２に記載の測定セル。　
【請求項４】
　前記窓（３３）はサファイアの形態の酸化アルミニウムからなる別個の挿入部品として
構成されるとともに、前記第１のハウジング部分の中央領域で真空を密封するようにシー
ル材（３２）と結合されていることを特徴とする、請求項（３）に記載の測定セル。
【請求項５】
　前記ダイヤフラム（２）は少なくとも前記反射領域のためにコーティング（３１）を有
しており、有利には完全反射をするコーティング（３１）を有していることを特徴とする
、前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項６】
　前記反射コーティング（３１）は主として貴金属を含んでおり、有利には金を含んでお
り、有利には前記ダイヤフラム（２）の表面と前記反射コーティングとの間に有利にはク
ロムを含む別の層が付着媒介のために設けられていることを特徴とする、請求項５に記載
の測定セル。
【請求項７】
　少なくとも部分的に透明な前記第１のハウジング部分（１）または前記窓（３３）の内
側に位置する表面（４３）は部分透過性のコーティングを備えており、有利には半透明の
コーティングを備えていることを特徴とする、前記請求項のうちいずれか１項に記載の測
定セル。
【請求項８】
　光学的に作用する前記表面はできるだけ平行に構成されており、両方の窓表面の角度誤
差αとダイヤフラム表面の角度誤差βと前記ダイヤフラム表面（３１）の反射領域の角度
誤差γとの総和｜α＋β＋γ｜は０．０５ｍｒａｄの合計値を超えていないことを特徴と
する、前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項９】
　前記ダイヤフラム（２）の酸化アルミニウムの純度は少なくとも９６％であり、有利に
は少なくとも９９．５％であることを特徴とする、前記請求項のうちいずれか１項に記載
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の測定セル。
【請求項１０】
　前記第１のハウジング部分（１）、前記ダイヤフラム（２）、および接続管（５）を備
える前記第２のハウジング部分（４）からなる測定セル構造は加熱部（３０）で取り囲ま
れており、該加熱部は有利には１００℃から６００℃の範囲内で測定セル温度を調整する
ための加熱部（３０）として構成されていることを特徴とする、前記請求項のうちいずれ
か１項に記載の測定セル。
【請求項１１】
　前記光ファイバ（３７）と前記窓（３３）との間隔は保持手段（２８’）を含めて前記
光ファイバの温度が１００℃を超えないように設定されていることを特徴とする、前記請
求項のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項１２】
　前記基準真空室（２５）を取り囲む前記第１のハウジング部分（１）の内側の表面（３
４）と、これに向かい合う前記ダイヤフラム（２）の表面とは２μｍから５０μｍの範囲
内で間隔をおいており、有利には１２から３５μｍの範囲内で間隔をおいていることを特
徴とする、前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項１３】
　前記第１のハウジング本体（１）と前記第２のハウジング本体（４）はその間に介在す
る前記ダイヤフラム（２）との間で対称に、かつ実質的に応力なく封止をするように縁部
領域で結合されていることを特徴とする、前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セ
ル。
【請求項１４】
　前記結合は溶接として、拡散接合として、または有利には特にはんだガラスを用いるは
んだ結合として施工されていることを特徴とする、請求項１３に記載の測定セル。
【請求項１５】
　前記ダイヤフラム（２）は１０μｍから２５０μｍの範囲内の厚みを有しており、有利
には１０μｍから１２０μｍの範囲内の厚みを有していることを特徴とする、前記請求項
のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項１６】
　ダイヤフラム材料の平均粒子サイズは≦２０μｍ、有利には≦１０μｍ、特に≦５μｍ
であることを特徴とする、請求項１５に記載の測定セル。
【請求項１７】
　前記ダイヤフラム（２）の断面では厚み方向に少なくとも２つの粒子、有利には少なく
とも５つの粒子が存在していることを特徴とする、請求項１５または１６に記載の測定セ
ル。
【請求項１８】
　前記ダイヤフラム（２）の浅い起伏は１０μｍを超えておらず、有利には５μｍを超え
ていないことを特徴とする、前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項１９】
　前記第１のハウジング（１）の表面または内部に、前記基準真空室（２５）との連通部
（１４）を有する、ゲッター（１０）を収容するための容積部（１３）が設けられており
、前記容積部（１３）は蓋（８）で封止をするように閉じられていることを特徴とする、
前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項２０】
　前記セルの直径は５から８０ｍｍの範囲内にあり、有利には５から４０ｍｍの範囲内に
あることを特徴とする、前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セル。
【請求項２１】
　請求項１から２０までのいずれか１項に記載の測定セルもしくはその一部を製造する方
法において、
窓（３３）を形成するために少なくとも中央領域に光学的に透明な区域を備える第１の酸
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化アルミニウム・ハウジングプレート（１）を製作し、内側の表面（３４）は光学的に部
分反射をするように構成されるステップと、
プレート（４）の表面を連通させる配管開口部を備えた第２の酸化アルミニウム・ハウジ
ングプレート（４）を製作し、前記プレート（４）には接続管（５）が封止をするように
、かつ配管と連通するように取り付けられるステップと、
表面で光学的に反射をするように構成された酸化アルミニウム・ダイヤフラム（２）を製
作するステップと、
前記プレート（１，４）を組み立てて、前記ダイヤフラム（２）が前記プレート（１，４
）の間に間隔をおきながら位置してその縁部領域で周回をするように真空気密に前記プレ
ート（１，４）と結合されるようにするとともに、前記第１のプレート（１）および前記
ダイヤフラム（２）の光学的に反射をする前記表面（３１，３４）は互いに向き合うよう
に位置してその間に介在する基準真空室（２５）を区切るようにし、前記接続管（５）と
反対を向いているほうの前記第２のプレート（４）の表面は前記ダイヤフラム（２）とと
もに測定真空室（２６）を区切っており、
かつ、前記基準真空室（２５）の外部ではその前記窓（３３）と向かい合いつつ間隔をお
いて光ファイバ（３７）が前記ダイヤフラム（２）の前記表面（３１）へ光を出入力する
ために取り付けられ、前記光ファイバ（３７）と前記窓の間にはレンズ（３５）が前記ダ
イヤフラム表面（３１）への光学的結合のために配置され、この構造はファブリ・ペロ干
渉計によって前記ダイヤフラム（２）の撓みを検出するための測定区間を形成するように
するステップと、
前記配管（１４）とつながれたゲッター（１０）を活性化させながら前記配管（１４）を
通じて前記基準真空室（２５）を排気し、目標真空に達してから前記配管（１４）を前記
ゲッター（１０）とともに真空気密（８）に閉止するステップとを含んでいる、測定セル
を製造する方法。
【請求項２２】
　前記酸化アルミニウム・ダイヤフラム（２）の製作は、
前記ダイヤフラムが酸化アルミニウム・スラリーから成形されるステップと、
次いで、前記ダイヤフラムを焼結するための第１の加熱ステップが炉で行われ、それに続
いて冷却されるステップと、
次いで、第２の加熱ステップで前記ダイヤフラムが再度加熱され、それによって平滑化さ
れてから冷却されるステップとを含んでいることを特徴とする、請求項２１に記載の測定
セルを製造する方法。
【請求項２３】
　第３の加熱ステップが平滑化のために行われ、前記第１の加熱ステップの焼結温度はそ
れ以後の１回または複数回の前記平滑化加熱ステップの温度に比べて高いが、有利には１
００℃よりも高くはないことを特徴とする、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
　１回または複数回の前記平滑化加熱ステップの間に前記ダイヤフラム（２）は平坦なプ
レートの間で圧縮により平滑化され、特に重量負荷によって平滑化されることを特徴とす
る、請求項２２から２３までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項２５】
　前記第１のハウジング部分（１）、前記ダイヤフラム（２）、および前記第２のハウジ
ング部分（４）からなる測定セルの周囲に加熱部（３０）が１００℃から６００℃の範囲
内の温度へ加熱をするために配置され、保持部（２８’）を含めた前記第１のハウジング
本体（１）に対する前記光ファイバ（３７，３７’）の間隔は前記光ファイバ（３７，３
７’）で１００℃の温度を超えないように構成されることを特徴とする、請求項２１から
２４までのいずれか１項に記載の方法。
【請求項２６】
　前記請求項のうちいずれか１項に記載の測定セルの利用法において、１％よりも優れた
解像度で、有利には０．３％よりも優れた解像度で、１０００ｍｂａｒよりも低い圧力の
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ため、有利には１ｍｂａｒよりも低い圧力のための利用法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前提項に記載されている真空測定セルに関し、および、請求項２
１の前提項に記載されている測定セルを製造する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体産業は、特に次のような技術を用いて半導体を製造している：化学気相成長法（
ＣＶＤ）、物理気相成長法（ＰＶＤ）、イオン注入、および（ドライ）エッチングプロセ
ス。半導体産業におけるプロセスの典型的な圧力範囲、および真空測定セルの圧力範囲が
図１ａに示されている。図１ａに示されるとおり、このプロセスは典型的には１０－４か
ら１０ｍｂａｒの範囲内で進行する。これに適用するための典型的なプロセス測定セルは
、容量式のダイヤフラム測定セルである。
【０００３】
　特に、最大３００℃もしくは特定の用途では潜在的にそれ以上の温度での圧力測定を必
要とする原子層堆積法（ＡＬＤ）が半導体製造プロセスへ導入されたことで、高温ダイヤ
フラム測定セルに対する市場の需要が今後高まるものと予想される。ＡＬＤの装置構成は
、今日、最大２００℃の温度での高温－容量式ダイヤフラム－測定セル（ＣＤＧｓ）のも
っとも重要な受容を担う減圧ＣＶＤ（ＬＰＣＶＤ）やＣＶＤ装置の装置構成にきわめて類
似している。
【０００４】
　容量式のダイヤフラム測定セル（ＣＤＧ）は、しっかりした物体に張り渡され、それに
よって２つの空間を互いに区切る薄いダイヤフラムの弾性変形に依拠するものである。こ
れらの空間内の圧力変化がダイヤフラムを動かす契機となる。ハウジングとダイヤフラム
の間の距離が変化する。圧力が高いとき、ダイヤフラムは圧力が低いときよりも大きく撓
む（図１、図６ａおよび図６ｂ参照）。分割領域では、ダイヤフラムおよびダイヤフラム
に向かい合う基体に金属電極が取り付けられている。これら両方の金属電極がコンデンサ
・キャパシタンスを形成する。したがって、キャパシタンス変化が圧力変化を表す目安に
なる。このような測定原理はガスの種類に左右されない。
【０００５】
　薄いダイヤフラムに圧力を作用させ、その撓曲を測定することによって、圧力ないし圧
力差を測定することが知られている。このようなダイヤフラムの撓曲を測定する１つの公
知の適切な方式は、ダイヤフラム構造を可変な電気キャパシタンスとして構成することで
あり、測定電子装置を通じて、圧力変化と相関関係にあるキャパシタンス変化が周知のや
り方で評価される。キャパシタンスは、薄い可撓のダイヤフラム面がこれよりも広い面に
対してわずかな間隔をおいて配置され、互いに向かい合う両方の表面が導電性の被膜でコ
ーティングされているか、または導電性材料でできていることによって構成される。ダイ
ヤフラムに圧力が作用すると、撓曲によって両方の電極間の間隔が変化し、このことは構
造の評価可能なキャパシタンス変化につながる。この種のセンサはシリコンで大量の個数
が製造されている。この場合、平坦な基体とダイヤフラムとはいずれも完全にシリコン材
料でできていることが多い。たとえばシリコンとガラス下層といったコンビネーション型
の材料組成を有する施工形態もある。それによってセンサを低コストに製造することがで
きる。真空の用途については、この種の圧力センサは、通常、約１０－１ｍｂａｒから数
ｂａｒまで範囲内の比較的高い圧力領域についてのみ適用可能である。およそ１０－１ｍ
ｂａｒよりも低い圧力での高い解像度は、シリコン素材を用いたのではもはや実現不可能
である。特にその理由は、シリコンが表面で周囲と反応し、そのために敏感なセンサ特性
が妨げられることにある。標準的な大気中に含まれる水蒸気があるだけで、表面での相応
の反応につながってしまう。この問題は、化学的な攻撃性のある雰囲気のなかでセンサが
使用される場合にはいっそう深刻になる。そこで、このようなシリコン製センサを表面の



(6) JP 2009-505041 A 2009.2.5

10

20

30

40

50

不活性化によって攻撃性の外部要因から防護することが試みられてきた。ドイツ特許出願
公開第４１３６９８７号明細書に記載されているように、化学的に攻撃性のある環境に対
する耐性と抵抗性を高めるために、表面に保護被覆を設けることも試みられている。この
ような方策は高いコストがかかり、ダイヤフラムのように機械的に変形可能な部品では、
特に真空エッチング法で使用されるようなフッ素、臭素酸、およびその化合物といった特
別に攻撃性のある媒体の場合、限定的にしか成果が挙がらない。
【０００６】
　そこで、真空用途向けの圧力測定セルを全面的にＡｌ２Ｏ３のような耐腐食性材料で製
作することが試みられてきた。この種の公知の構成は、その総体に関して本発明の統合さ
れた構成要素である米国特許第６，５９１，６８７号明細書に公開されている。
【０００７】
　このような容量式の真空測定セルは、特にＡｌ２Ｏ３のようなセラミックで全面的に製
作されている。それにより、非常に高い耐腐食性と、長期間保たれる再現性とが実現され
る。密閉をしなくてはならない領域、またはブッシングを設けなくてはならない領域での
み、異物材料の添加なしにはＡｌ２Ｏ３が溶接されない場合に限ってＡｌ２Ｏ３とは異な
る材料が少量だけ用いられる。セルは第１のプレート状のハウジング本体で構成されてお
り、その上方にダイヤフラムが縁部領域で封止をするように配置されており、それによっ
てダイヤフラムが基準真空を取り囲むようになっている。基準真空室と反対を向いている
側では、第２のハウジング本体が同じく縁部領域で封止をしながら閉止するように間隔を
おいて配置されており、それによって測定真空室がそこに形成される。この測定真空室は
、測定されるべき媒体を引き込むための接続部を備えている。基準真空室を構成する第１
のハウジング本体とダイヤフラムの表面は、たとえば金などで導電性のコーティングが施
されており、キャパシタンス測定セルの電極を形成している。さらにこれらの電極は、た
とえば第１のハウジング本体または縁部区域の封止領域から引き出されている。実質的に
平行に配置された電極面は、２μｍから５０μｍの範囲内の間隔を有している。両方のハ
ウジングに対する縁部領域でのダイヤフラムの密閉は、たとえばレーザ溶接等の溶接によ
って行われるのが好ましい。あるいは、同じく耐腐食性のあるはんだガラスも非常に適し
ており、かつ適用が容易である。封止をする結合のさらに別の方法の要諦は、Ａｌ２Ｏ３

と異なる材料を完全に回避することが重要な場合、たとえば未加工品段階でハウジング部
品を拡散接合することにある。
【０００８】
　本発明による測定セルの構成は、基本的に、ハウジング内でのあらゆる応力を回避する
対称な構造を可能にする。このことは、高い測定感度を実現し、低い測定圧力を高い精度
と再現性で実現するために特に重要である。それによってさらに、測定セルが１００ｍｂ
ａｒよりも低い真空圧力、特に１０ｍｂａｒよりも低い真空圧力を、容量式の完全セラミ
ック製測定セルによって高い信頼度で検出しようとする場合に絶対に必要となる、非常に
薄いセラミック製のダイヤフラムを使用することが可能となる。そのためには１０μｍか
ら２５０μｍのダイヤフラム厚が必要であり、非常に優れた解像度を実現するためには１
０μｍから１２０μｍのダイヤフラム厚が好ましい。典型的なダイヤフラム厚の範囲はた
とえば次のとおりである：
・１０００トルのときダイヤフラム厚７６０μｍ±１０μｍ
・１００トルのときダイヤフラム厚３４５μｍ±１０μｍ
・１０トルのときダイヤフラム厚１５０μｍ±１０μｍ
・１トルのときダイヤフラム厚１００μｍ±１０μｍ
・０．１トルのときダイヤフラム厚６０μｍ±１０μｍ
・０．０１トルのときダイヤフラム厚４０μｍ±１０μｍ
　このように薄いダイヤフラムは製造が格別に難しく、焼結ステップの後に少なくとも１
回の別の平滑化ステップを必要とする。さらに、ダイヤフラムが十分にヘリウム密度を有
していることが特別に重要であり、このことは、ダイヤフラム材料の粒子サイズが大きす
ぎることがなく、＜２０μｍの範囲内で変動している場合にのみ実現することができる。
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さらに小さい＜１０μｍの粒子サイズが好ましく、特に＜５μｍの粒子サイズが好ましい
。いずれの場合でも、ダイヤフラムの厚み方向の断面で見たときに、少なくとも２つの粒
子が存在しているのがよく、相上下する５つを超える粒子があるとダイヤフラムが格別に
稠密になる。
【０００９】
　測定セルの実現可能な精度についてのさらに別の重要な基準は、ダイヤフラム面の平坦
性である。面全体にわたる起伏は、いかなる場合にも電極間隔の３０％を上回るべきでな
く、１５％を上回らないのがいっそう好ましい。このことは、面全体にわたる起伏が１０
μｍよりも大きくなく、好ましくは５μｍよりも大きくないのがよいことを意味している
。このとき起伏とは、もっとも低い点ともっとも高い点との差異として定義される。使用
されるダイヤフラムの酸化アルミニウムの純度は、相応に優れた長期安定性を得るために
、少なくとも９４％であるのがよく、値が９９％を上回っているのが好ましい。
【００１０】
　縁部領域に位置するダイヤフラム封止部の品質に影響を及ぼすことがないようにするた
めに、導電性層は、ダイヤフラム封止部ないしダイヤフラム溶接部から直接ではなく、第
１のハウジング本体に配置されたブッシングを介して引き出されるのが好ましい。
【００１１】
　基準真空室は、測定セルの正確な機能を長期間を通じて保証できるようにするために、
高い品質の長期安定的な真空を有していなくてはならない。そのために排気後に、好まし
くは小さい容積で第１のハウジングに配置されて基準真空室と連通するゲッターが設けら
れる。このゲッターは、測定されるべき圧力よりも基準真空圧が低くなるように、ただし
好ましくは少なくとも１０倍だけ低くなるように作用する。特に測定セルの汚染を回避す
るために、揮発性ではない種類のゲッターを選択するのがよい。
【００１２】
　上述したような測定セルは非常にコンパクトかつ低コストに構成することができる。こ
のようなセルの直径は５から８０ｍｍの範囲内に収めることができ、測定セルは５から４
０ｍｍの直径を有しているのが好ましい。このようなセルの厚みは２ｍｍから２５ｍｍの
範囲内にあるのが好ましい。
前述した特性を有する、機能性のある測定セルを製造するには、相応の製造方法を遵守す
ることが非常に大切である。特に、薄いセラミックダイヤフラムの製造には特別な方策が
必要である。ダイヤフラムばかりでなく測定セルの全体的構造も、特別に内部応力が生じ
ないように行わなくてはならない。
【００１３】
　Ａｌ２Ｏ３からなる適切なダイヤフラムは、セラミック分野で通常行われているように
、まず特定の処方に基づくスラリーが調合され、次いでねり粉状の素材がたとえばプラス
チックフィルム等の帯状の支持材料の上へ薄く均等に塗布されることによって製作される
。このフィルムを乾燥させた後、気泡や穴などの不具合個所がないかどうか検査する。こ
うしてできた、まだ焼結されていないのでまだ柔軟であるこの素材を基体と呼ぶ。そして
希望するダイヤフラム形状が帯状の基体材料から切り出され、このときには基体材料はま
だフィルムに付着している。裁断はたとえばカッターで行われ、好ましくはレーザで行わ
れる。後にセラミックダイヤフラムとなる面に対して、切断エッジのところで反りないし
隆起がダイヤフラムの波打ちの程度を規定するように生じないように、基体の裁断ないし
溝入れは格別に慎重に行わなくてはならない。カッターで切断をするときは、そのために
たとえば切断工程と同時にダイヤフラム側で、基体の強すぎる反りを防止する圧着ホイー
ルを一緒に案内することができる。次いで、ダイヤフラムがエッジ部から引き剥がすこと
によって、好ましくは円形に裁断されたダイヤフラムのフィルムからの慎重な分離が行わ
れる。引き続いてダイヤフラムが炉のなかで焼結される。
【００１４】
　焼結をするために、硬く焼成された平坦なＡｌ２Ｏ３プレートの上にダイヤフラムを載
せ、たとえば相上下して間隔をおきながら積み重ねて、典型的には１６３０℃で焼結する
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のが好ましい。温度は約４００分間にこの１６３０℃まで上げていき、すなわち１分あた
り４℃の温度上昇で上げていき、次いで数分間、たとえば６分間、この温度のまま放置し
、次いで、第１のステップでは約２１０分のあいだ１分あたり３℃のゆっくりとした温度
低下で１０００℃まで引き下げ、次の第２のステップでは約１７０分のあいだ１分あたり
６℃の温度低下で再び周囲温度まで冷却する。すると、基体に比べて硬質で純粋なセラミ
ック組織をもつセラミックダイヤフラムができ、基体材料の添加剤は気化している。この
焼結ステップの後、ダイヤフラムには著しく起伏があり、直径が約４０ｍｍの場合には数
ミリメートルの反りを有している。
【００１５】
　ダイヤフラムはこの状態のとき、強い反りと内部応力が材料にあるために、まだ使用す
ることはできない。少なくとも１回の別のステップでダイヤフラムを平滑化しなければな
らない。このことは、炉のなかでさらに別の加熱ステップをダイヤフラムに施すことによ
って行われる。このとき、ダイヤフラム直径が４０ｍｍの場合に好ましくは数十から数百
グラムの重量を有し、たとえば約６０グラムの重量を有し、もしくは相応に重しをつけら
れた、硬質焼結された非常に平坦なしっかりしたＡｌ２Ｏ３プレート（「死焼」Ａｌ２Ｏ

３すなわち大粒子のＡｌ２Ｏ３ともいう）の間へダイヤフラムを丁寧に置く。温度を１分
あたり４℃ずつ約３９０分のあいだゆっくりと約１５７０℃まで上げていく。この温度で
の数十分間、たとえば２５分間の短い停滞時間の後、１０００℃に達するまで、１分あた
り約５℃ずつ約１１５分のあいだ再び温度をゆっくりと下げていく。次いで周囲温度に達
するまで、１分あたり約６℃ずつ約１６６分のあいだ温度をさらに下げていく。このよう
な平滑化ステップの後、数十分の１ミリメートルのごくわずかな反りしか有していないダ
イヤフラムが得られる。この平滑化ステップで重要なのは、温度が第１の焼結加熱ステッ
プよりも高くないことであり、好ましくは最大１００℃まで焼結温度を下回っていること
である。求められる測定セル品質のために必要とされる良好な結果を得るためには、この
平滑化ステップを少なくとも２回実施しなくてはならない。
【００１６】
　経済面の理由から、平滑化加熱ステップは、２回を超える平滑化ステップが必要ないよ
うに実施するのがよい。それぞれの平滑化ステップの間にダイヤフラムを丁寧にプレート
から剥がし、若干ずれた位置へ再び載せることによって、特別に優れた結果が得られる。
好ましくは、ダイヤフラムを裏返して載せることさえ可能である。ダイヤフラムが間に挟
まれた複数の平坦なプレートの積層を使用することは、この構造体を格別に経済的なもの
にする。こうして１０μｍから２５０μｍの範囲内の厚み、有利には＜１２０μｍの厚み
を選択的に有していてよいダイヤフラムができる。本方法により、面全体にわたって１０
μｍよりも優れた、有利には５μｍよりも優れた、ダイヤフラムの平坦性を実現すること
ができる。このときダイヤフラム材料の粒子は平均して２０μｍよりも小さく、有利には
１０μｍよりも小さく、５μｍよりも小さい粒子さえ実現することができる。それにより
、厚み方向に少なくとも２つの粒子、さらに好ましくは少なくとも５つの粒子が存在して
いなくてはならないという要求も、容易に満たすことができる。このようにして測定セル
の要求事項のために必要な、ヘリウムが稠密なダイヤフラムを具体化することができる。
こうしてダイヤフラムは、引き続いて測定セル構造で使用するための準備が整う。
【００１７】
　次に、ダイヤフラムならびにＡｌ２Ｏ３からなる第１のハウジング本体の平坦な表面に
、電極を構成するための導電性被覆を施す。そのために、たとえば金属を含有する、たと
えば金を含有するインキを使用することができ、たとえば刷け塗り、スプレー塗布、およ
び／または有利には印刷される。さらに別の方法の要諦は、真空蒸着によって、有利には
スパッタリングによって、導電性層を生成することにある。層を正確かつ定義どおりに製
作できるようにするために、たとえば最初は比較的厚く約１μｍに塗布された金層が、次
いで、有利にはイオンエッチングないしスパッタエッチングのようなエッチング方法によ
って数ナノメートルの厚みになるまで、たとえば約５ｎｍになるまで、内部領域で再び薄
くされると好ましい。このようにして比較的厚い縁部領域が生じ、この縁部領域は、たと
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えばはんだ付けされるときの拡散損失を補償する。実際問題として簡単に適用可能で好ま
しい１つの方法の要諦は、まず最初に数ｎｍの薄い層を面全体にわたって塗布し、次いで
、縁部のところに金の厚い層をスクリーン印刷で（すなわち組み合わせ方式と、異なる層
厚で）塗布することにある。このようにして処理されたダイヤフラムないしハウジングを
、次いで数百度の温度で、有利には６５０℃の範囲の温度で調質する。使用すべき材料を
相応に選択していれば、８５０℃までの温度を適用することができるのが格別に好ましい
。
【００１８】
　測定側に配置される第２のセラミックハウジングは、十分に広い測定真空室を形成する
ためにダイヤフラム側に浅い切欠きを有していてよい、平坦なセラミックプレートからな
っている。接続管はこのセラミックハウジングに溶接、接着、またははんだ付けによって
、有利にははんだガラスによって、接続開口部を将来の測定真空室と連通させることがで
きるように結合される。
【００１９】
　封止が行われる周辺領域でダイヤフラムに、有利にはスクリーン印刷法によって、ガラ
スペーストを両面に施す。乾燥させた後、ガラスペーストのついたダイヤフラムを炉のな
かで数百℃で、有利には約６７０℃で焼成する。次いでガラス表面を両側で研磨し、この
ときに後の電極間隔も定義されるのが好ましい。
【００２０】
　電極側の上側のセラミックハウジングには、遮蔽部を形成するために、すでに述べたコ
ーティングプロセスによって導電性層を外面へ追加的に施すことができる。さらに、この
場合にも接続個所がハウジングに取り付けられる。その次のステップで、電極接続用の電
気ブッシングのための穴を、有利には銀で金属被覆する。
【００２１】
　テスト段階では、電極およびブッシングを備える第１のハウジングを、その上に載せた
ダイヤフラムとともに密閉性および電極距離に関して検査する。次いで、下側のハウジン
グ部分を載せて構造全体に重量負荷をかけ、同じく機能と距離をテストする。引き続いて
組立フレームで、場合により追加としてゲッター接続部の載置が行われ、約２００グラム
の重量負荷のもとでガラス封止材の焼成が数百℃で、有利には約６３０℃で行われ、続い
て、所要の間隔が守られているかどうかテストが行われる。場合によりもう１回の重量負
荷または重量負荷軽減ともう１回の焼成工程によって、ダイヤフラム間隔を修正すること
ができる。封止の工程は非常に慎重に行わなくてはならず、すでに述べたように、測定セ
ル構造には応力が発生しないのがよい。別案として、はんだガラスまたはその他の封止材
に代えて直接的な溶接を行うこともでき、有利にはレーザ溶接を行うことができる。
【００２２】
　次に、この公知の測定セル構造について、図面を参照しながら模式的かつ一例として説
明する。
【００２３】
　実質的に全面的にダイヤフラムを中心として対称な構造をもつ、Ａｌ２Ｏ３からなる本
発明による容量式の測定セルが図１の断面図に示されている。第１のハウジング１は、セ
ラミックのダイヤフラム２に対して２μｍから５０μｍの間隔をおきながら、縁部領域で
封止をするように結合されて基準真空室２５を取り囲む、Ａｌ２Ｏ３からなるセラミック
プレートでできている。両方の面の間の間隔は、通常、ダイヤフラムとハウジング縁部の
間に介在する封止材料３を通じて組立時に直接調整される。このようにして、全面的に平
坦なハウジングプレート１を使用することができる。これと同じやり方で、向かい合うダ
イヤフラム側にある第２のハウジング４には、測定されるべき媒体が接続管５を介してハ
ウジング４の穴を通って到達可能な測定真空室２６が形成される。
【００２４】
　図２には、測定セルの縁部領域の拡大図が断面図として示されている。ダイヤフラム２
の両側にあるシール材３が、前述したように、両方のハウジング１および４の間隔を定義
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する。このシール材はたとえば有利には、容易に取扱可能でたとえばスクリーン印刷によ
って塗布することができるはんだガラスである。３８ｍｍの外径と３０ｍｍの自由なダイ
ヤフラム内径とを有する典型的な測定セルでは、間隔３は約２から５０μｍであり、有利
には１２から３５μｍである。その場合、たとえば第１のハウジング１は厚さ５ｍｍであ
り、第２のハウジング４は厚さ３ｍｍである。第２のハウジング４は、測定真空室２６を
広くするために、図１に示すように深さ約０．５ｍｍの切欠きを内部領域に備えているの
が好ましい。ダイヤフラム２とハウジング１は、基準真空室側で、導電性層７によりそれ
ぞれコーティングされている。これら両方の層は互いに電気接続されていない。層７はた
とえば刷け塗り、印刷、スプレー塗布、真空方式で塗布することができる。これらの層は
、蒸着やスパッタリングなどの真空方式によって塗布されるのが好ましい。層の材料とし
て特別に適しているのは金であり、これがたとえば１μｍの層厚で蒸着され、その後にス
パッタエッチングによって数ナノメートルまで、たとえば５ｎｍまで薄くされる。それに
よって層を厚みに関して定義するとともに、十分に薄く、応力が生じないように調整する
ことができる。ダイヤフラムの電気接続７は、有利にはハウジング１を通る真空気密な導
電性のブッシング６によって行うのが好ましく、そこでこれらを評価電子装置と接続する
ことができる。
第１のハウジング本体１を通る補償通路、およびゲッター構造は図２には図示していない
。
【００２５】
　長期安定的な基準真空を室２５で維持できるようにするために、図４に示すようにゲッ
ター１０が設けられる。このゲッターは、基準真空室２５に気化粒子が入らないようにす
るために、気化可能でないゲッターであるのが好ましい。ハウジング１には、連絡部１４
ないし排気配管を介して基準真空室２５と連通された、ゲッター１０を収容するためのゲ
ッター室１３が設けられている。ゲッター室１３はハウジング１の上に載置することもで
きるが、ハウジング１に穿設するほうが好ましい。排気配管１４を介して基準真空室２５
を排気するとき、ゲッター室１３は、蓋８がゲッター１０と間隔をおいて開口部を開放す
ることによって、排気装置と接続される。金属あるいはセラミックからなる蓋８は排気中
に加熱されるので、ゲッターが活性化すると同時に脱ガスされる。ゲッターが活性化した
後、排気をしながら、蓋８がハウジング１と蓋８の間の封止材料９とともに、封止をする
ようにハウジング１へ圧着される。封止材料９はたとえばはんだガラスであってよい。ゲ
ッターを蓋８に押し付ける保持ばね１１は、ゲッター１０が蓋８に対して熱的に良好に接
触するように作用する。
【００２６】
　ゲッター構造のさらに別の変形例が図４に示されており、ここでは蓋８に対するゲッタ
ー１０のより良い熱的な接触のために、有利にははんだである接触手段１２がゲッター１
０と蓋８の間に取り付けられている。ここでの良好な熱伝達は、蓋８を介してゲッター１
０を外部から熱で活性化できるようにするために必要なものである。さらに、ゲッター１
０の活性化温度とはんだ９の溶融温度とが実質的に一致するように配慮されていれば、本
例のゲッター構造は、１回の作業工程でのゲッターの活性化およびこれに引き続く蓋８の
溶接を可能にする。
【００２７】
　製品として具体化されておりすでに大量の個数が販売されている、上に説明したコンセ
プトを踏まえた測定セルが、次の図５に一例として示されている。
【００２８】
　それでも実際の利用時には、容量式のダイヤフラム真空測定セルを用いた真空内での圧
力測定に関連して、依然として種々の問題が生じている。
半導体産業および成膜産業では、センサは高温の食刻性ガスにさらされる。このようなプ
ロセスガスのいくつかは、およびしばしばプロセスの生成物は、比較的温度の低い表面に
凝結しやすい傾向がある。このような凝結を回避するために、もしくは低減するために、
ダイヤフラム測定セルが加熱されるので、プロセスに曝露されるダイヤフラムはプロセス
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ガスよりも高い温度を有することになり、その結果、ガスは特にシステム内の別の場所で
凝結し、繊細なダイヤフラムでは凝結しないようになっている。このことが行われる理由
は、ダイヤフラムの薄い層が成長するとダイヤフラムの層に応力が生じ、このことがダイ
ヤフラムでの圧縮応力または引張応力につながり、その結果として、センサのドリフトが
生起されるからである。したがってプロセスシステム全体が加熱されることも少なくなく
、それによって、いかなる形での凝結もほとんど生じ得ないようになる。
【００２９】
　容量式の測定技術は非常に感度が高く、長期安定性のある測定技術であるが、電磁的な
干渉（ＥＭＩ）に対しても非常に敏感である。したがって、前置増幅器や周波数変換器の
キャパシタンス等のフロントエンドエレクトロニクスは、容量性部材にごく近接して配置
されるのが好ましい。
【００３０】
　３００℃およびこれ以上のプロセス温度と周囲温度は、あらゆる種類の電気システムに
とって困難な要求である。通常、電子装置は最高８０℃までの周囲温度に合わせて設計さ
れており、軍事用などの特殊なケースでも最高１２０℃までである。
【００３１】
　２００℃までの温度については、リモートタイプのＣＤＧセンサを使用するのが普通で
ある（電子装置はケーブルを介して、加熱されるセンサから分離される）。この種の解決
法は、温度勾配に関わる容量式の測定方式の問題を免れない。なぜなら、接続ケーブルも
センサヘッドと電子装置との間で構成される感度の高い容量式測定ゾーンの一部であり、
電子装置が追加的にＥＭＩ（電磁干渉）をいっそう受けやすくなるからである。実際問題
として、これら両方の効果はＣＤＧの品質を望ましくない形で劣化させる。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３２】
　本発明の課題は、上述した従来技術の欠点を取り除くことにある。さらに、構成を経済
的に製造可能であるのが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【００３３】
　この課題は、本発明によると請求項１に記載の構成によって解決され、ならびに、請求
項２１に記載の真空測定セルを製造する方法に基づいて解決される。従属請求項はその他
の有利な実施形態を定義している。
【００３４】
　光学式ダイヤフラム測定セル（ＯＤＧ）の構成は、ＣＤＧ測定セル構造の上述した重大
な欠点を除去するものである。その場合、圧力依存的なダイヤフラムの撓みは光学系を用
いてセンサで測定され、測定された信号が光ファイバによって、引き続いて光学信号を電
気信号へ変換する光学式信号前処理ユニットへ伝送される。
この光学信号は、長い距離（キロメートルでさえ可能）にわたって伝送することができ、
減衰されたり、主に電磁障害、振動、周囲温度の変化などの周囲の障害によって狂わされ
たりすることがない。
【００３５】
　文献には光学式ダイヤフラム測定セルがすでに記載されている（ロペス・イゲイラ（Ｌ
ｏｐｅｚ－Ｈｉｇｕｅｒａ），２００２；　トツ（Ｔｏｔｓｕ）他、２００３）。同文献
には、原理的には上のような種類のダイヤフラム測定セルが記載されている。セルの読取
りは光学式に行われる。２つの部分の距離を測定するために、多くの光学測定方式が知ら
れている。しかし、圧力測定で実際に数十オングストローム（１０－１０ｍ）の領域の距
離を測定しなければならない場合には、主としてファブリ・ペロの測定原理が考慮の対象
となる。この場合の重要な用途は、化学プロセスの作動監視や生体医学の用途である。こ
の種の公知のセンサは、大気圧を超える典型的な圧力で作動する。
【００３６】
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　５５０℃を超える温度でダイヤフラム撓みを測定するための光学方式は、たとえば「ル
ナ・イノベーションズ・ファイバー・オプティック・プレッシャー・センサ」（“Ｌｕｎ
ａ　Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎｓ　Ｆｉｂｅｒ　Ｏｐｔｉｃ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ　Ｓｅｎｓｏ
ｒ”）のようないくつかの商業製品で具体化されており、そこではファブリ・ペロ干渉計
側法が採用されている。タイテック社（Ｔａｉｔｅｃｈ）のセンサや、ダビッドソン・イ
ンスツルメンツ（Ｄａｖｉｄｓｏｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ）のＦＩＳＯテクノロジー
は、シリコン技術であるＭＥＭＳを採用している。
【００３７】
　その場合、光はランプからガラスファイバへ導入される。その光はセンサヘッドへと案
内され、半透過性のミラーを通り抜けて、ダイヤフラムの上にある反射ミラーに当たる。
反射された光は再び部分反射性のミラーを通過し、このとき反射ミラーは、干渉計へと通
じるガラスファイバに焦点合わせされている。
【００３８】
　本発明によるＯＤＧ（基本構造に関して先に説明したＣＤＧに依拠するセンサ構造）は
、酸化アルミニウムからなるセンサである。基本的にこの酸化アルミニウムというセンサ
コンセプトは、この場合にもダイヤフラム撓みを光学的に読み取れるようにするための発
展改良である。酸化アルミニウムのセンサヘッドコンセプトと、ファブリ・ペロのテクノ
ロジーを基礎とする光学式の読取り原理との組み合わせが、格別に優れた結果につながる
ことが知られている。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３９】
　次に、一例としての模式的な図面を参照しながら、本発明について詳しく説明する。
　実質的に全面的にダイヤフラムを中心として対称に配置された構造をもつ本発明による
Ａｌ２Ｏ３からなる容量式の測定セルが、図１０に断面図として示されている。第１のハ
ウジング１はＡｌ２Ｏ３からなるセラミックプレートでできており、セラミックのダイヤ
フラム２に対して２μｍから５０μｍの間隔をおいて縁部領域で封止をするように結合さ
れて、基準真空室２５を取り囲んでいる。両方の面の間の間隔は、通常、ダイヤフラム縁
部とハウジング縁部との間に位置するシール材３，３’を通じて、組立時に直接調整され
る。このようにして、全面的に平坦なハウジングプレート１を使用することができる。こ
れと同じやり方で、向かい合うダイヤフラム側にある第２のハウジング４には、測定され
るべき媒体がハウジング４の穴を通して接続管５を介して到達可能な測定真空室２６が形
成される。
【００４０】
　ダイヤフラム２の両側にあるシール材３，３’が、前述したように、両方のハウジング
１および４の間隔を定義する。このシール材はたとえば有利には、容易に取扱可能であり
、たとえばスクリーン印刷によって塗布することができるはんだガラスである。このガラ
スペーストの溶融温度または焼結温度は６７５℃から７１５℃の範囲内にあるのが好まし
い。シーリング温度は６００℃から６３０℃の範囲内にあるのが好ましい。
３８（５－５０）ｍｍの外径と３０（４－４５）ｍｍの自由なダイヤフラム内径とを有す
る典型的な測定セルでは、間隔３は約２から５０μｍであり、有利には１２から３５μｍ
である。その場合、たとえば第１のハウジング１は厚さ２から１０ｍｍであり、第２のハ
ウジング４も同様である。第１のハウジング１と第２のハウジング２は、ダイヤフラムの
材料の膨張係数と類似する膨張係数をもつ材料から製作されていなくてはならない。非常
に適した組み合わせは、高純度の酸化アルミニウム・セラミック（純度＞９６％、有利に
は＞９９．５％）、Ｓａｐｐｈａｌセラミック（純度が９９．９％以上の酸化アルミニウ
ム）およびサファイア（単結晶の高純度酸化アルミニウム、人工コランダム）からなって
いる。
第２のハウジング４は、測定真空室２６を広くするために、図１に示すように深さ約０．
５ｍｍの切欠きを内部領域に備えているのが好ましい。
【００４１】
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　ダイヤフラム２は基準真空室側で、鏡層３１を形成する導電性層によりコーティングさ
れている。ファブリ・ペロ干渉計を構成するためにダイヤフラムおよび窓または第１のハ
ウジングをコーティングするには、２通りの選択肢がある。ファブリ・ペロで利用するこ
とができるコーティングの基本的思想は、すでに文献に詳しく記載されている（ヴォーン
ＪＭ（Ｖａｕｇｈａｎ　ＪＭ），ファブリ・ペロ干渉計（Ｔｈｅ　Ｆａｂｒｙ－Ｐｅｒｏ
ｔ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍｅｔｅｒ），アダム・ヒルガー・ブリストル・アンド・フィラ
デルフィア（Ａｄａｍ　Ｈｉｌｇｅｒ　Ｂｒｉｓｔｏｌ　ａｎｄ　Ｐｈｉｌａｄｅｌｐｈ
ｉａ），２００２参照）。図９には、両方の基本的な選択肢が模式的に示されている。全
面的に金属のシステムか、または誘電性のシステムかが選択される。以後のプロセスをい
っそう容易にするために、金属のコーティングを誘電性層によって保護することができる
。
【００４２】
　金属ミラーは完全反射層として製作されているのが好ましい。この層３１は、たとえば
刷け塗り、印刷、スプレー塗布、または真空方式で塗布することができる。この層は主と
して金からなるのが好ましく、印刷によって塗布され、厚みは０．３から１０μｍの範囲
内にある。排気配管１４が第１のハウジング本体１を通っており、基準真空室２５と、図
１０には示さないゲッター１０を備えるゲッター構造が配置されたゲッター室１３とをつ
ないでいる。このゲッター構造は、対応する図３および図４とともにすでに説明したＣＤ
Ｇ測定セルのゲッター構造と同一である。
【００４３】
　第１のハウジング１は光学的に透明な材料で全面的に製作することができ、または、嵌
め込まれた光学窓３３を形成する透明な領域を中心部に含んでいる。測定されるべき圧力
に依存するダイヤフラム撓みを測定するためのファブリ・ペロ干渉計へ、およびダイヤフ
ラム２の反射表面への入力のために、透明なハウジング１または窓３３のすぐ後方に、も
しくは距離をおいた後方に、光学系が配置されている。光および光学信号は、少なくとも
１つのガラスファイバ３７，３７’によって干渉計から測定セルへと案内される。透明な
ハウジング１または窓３３の、ダイヤフラム２の鏡３１と向かい合う基準真空室内部の内
側の表面３４が、部分透過性の層、有利には半透明の層でコーティングされていると好ま
しい。このコーティングは、上にＣＤＧ組立手順について説明したように測定セルが組み
立てられて焼成接合されている間に、数百℃の焼成温度に耐えることができなくてはなら
ない。透明なハウジング１または窓３３にサファイアが使用されれば、光学特性および実
現できる精度の面から非常に好ましい。ただしこの材料は高価であり、嵌め込み窓３３を
使用するほうが安価であり、そのうえ、測定システムの良好な信号品質を実現するために
角度を調整して最適化することができる。嵌め込み窓３３を使用するときは、シール材３
，３’によるダイヤフラム２の封止についてすでに先ほど説明したのと同様の仕方で、シ
ール材３２とともに嵌め込まなくてはならない。シール材料は、摂氏数百度までペースト
を加熱することによって焼成されたガラスペーストでできているのが好ましい。
【００４４】
　図１０に示されているような有利な測定セル構造は、保持部２８および加熱部３０で包
囲されている。この加熱部３０により、測定されるべき真空プロセスに含まれる物質に関
わる凝結温度を上回るまで、測定セルを加熱することができる。このときセルの温度は、
少なくとも１０℃だけ凝結温度を上回っているのが好ましい。実際の有利な温度値は１０
０℃から６００℃の範囲内である。この種の化学物質はしばしば非常に攻撃性があり、加
熱をすることは、このような物質を測定セルの繊細な部分から離しておくための効果的な
方策である。この方策により、実施されるプロセスの長い期間にわたって、測定セルが高
い精度と高い再現性で確実に作動することが保証される。
【００４５】
　この種の加熱される測定セルでは、ガラスファイバが高すぎる温度に達したり破損する
ことがないように、また、システムの光学的な測定精度にマイナスの影響が及ぼされない
ように留意することが重要である。図１０に示すようにこの問題は、ファイバ３７，３７
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’の接続部が高温の測定セルから十分な距離をおいて配置されており、それによりファイ
バの温度が１００℃を下回るようになっていることによって解決することができる。たと
えばファイバは、温度を下げるためにセルから数ｃｍだけ離れて配置し、ステンレス鋼か
らなる小管のような保持部２８’によって保持することができる。この場合、ダイヤフラ
ムへの光学信号の光学的結合を確保するために、ファイバとハウジング１または窓３３の
間にレンズ３５が配置される。
【００４６】
　測定セル構造全体は、これを包囲するカバー２９によって防護することができる。測定
接続部５をセルの測定真空室２６およびダイヤフラム２とともに、プラズマ放電や化学物
質といった攻撃的条件が生じているプロセス室に対して直接曝露しないのも好ましい。こ
の場合、接続部５は、保護プレート４１の形態のバッフル（遮蔽板）を含んだ中空室４２
を有するフランジ４０を介して、プロセス室と接続される。
【００４７】
　ダイヤフラム：
基準真空側のダイヤフラムの一部は、表面で光に対して光学的に反射をするように構成さ
れている。そのためのさまざまな有利な方法を記載しておく。１つの有利な方法は、薄い
反射性の小板３１を酸化アルミニウムのダイヤフラムに取り付けることである。別の有利
な方法は、金からなる鏡３１をサファイアのダイヤフラムに蒸着することである。サファ
イアと金の間には、サファイアの上での金の保持性を高めるためにクロム層が配置される
。さらに別の方法は刷け塗り、印刷、またはスプレー塗布である。金属層に代えて、誘電
性コーティングを塗布することもでき、あるいは金属層へ追加的に塗布することもできる
。
【００４８】
　サファイアのダイヤフラム：
ダイヤフラム２はサファイアでできているのが好ましい。このときサファイアは、定義さ
れた結晶配向性をもつ単結晶の酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３；人工的に生成されたコラ
ンダム）として定義される。物理特性の多くはこの配向に依存して決まる。
【００４９】
　サファイアの材料選択には次のような利点がある：
－たとえばフッ化物（ＮＦ３，ＣＨ２Ｆ２，ＳＦ６，ＣＦ４，ＣＨＦ３）、塩化物（たと
えばＣｌ２，ＨＣｌ）、臭化物（たとえばＨＢｒ）などのガスや水蒸気のような、半導体
産業で使用されるプロセスガスに対する高い耐腐食性。
－サファイアは単結晶なので、多結晶の酸化アルミニウム・セラミックよりも表面が細か
い。
－これに加えて単結晶の細かい表面は、表面での核形成個所の数を低減させる。このこと
は、それによってコーティングによる応力生成が進む速度が遅くなるので、ダイヤフラム
２のプロセス側での層剥離の減少につながり、それに伴ってセンサドリフトの低減につな
がる。
－サファイアは比較的大きい撓曲を可能にする。それにより、ダイヤフラム２の比較的大
きい撓みが可能となり、このことは測定セルの測定範囲を広げるとともに、それによって
非常に低い圧力領域でいっそう高い精度が実現される。
下記の表に、酸化アルミニウムと比較した測定値を掲げる：
【００５０】
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【表１】

【００５１】
　厚みが１５０μｍ以下のサファイアのダイヤフラムによって、Ａｌ２Ｏ３を用いたとき
よりも最大２倍の大きな撓みが得られることが明らかである。最後の２つの例（＊）では
、柔軟性の限界に達したために、Ａｌ２Ｏ３を用いたダイヤフラムが撓んだときに破れて
いる。
【００５２】
　ダイヤフラム２はサファイア結晶から切り出され、ダイヤフラムがＣ軸（構造指数００
０１）に対して直角に位置するようになっているのが好ましい。このような配向性は、ダ
イヤフラムそのものに対してでなくダイヤフラムに対して直角方向に、いっそう高い温度
膨張係数をもたらす。このような軸配向性の選択は、垂直方向に撓むときの熱膨張の増大
につながるとともにより良く補正が可能である、温度の関数としての大きなセンサドリフ
トにつながる。したがってこの選択は、薄いダイヤフラムの望ましくない座屈形成の低減
を可能にする。
【００５３】
　サファイアダイヤフラム２は、座屈に伴う問題を回避するために、５から８０ｍｍの範
囲内の直径、有利には５から４０ｍｍの範囲内の直径を有しており、厚さが０．０４から
０．７６ｍｍ、有利には０．０７から１．０ｍｍである。上側および下側の平面は０．０
０５ｍｍまたはこれよりも優れた平行性を有しているのがよく、鏡３１の領域でＮ４ない
しＲａ０．３５またはこれよりも優れた表面粗さを有しているのがよい。
【００５４】
　完全反射鏡：
ダイヤフラム２の基準真空側にある鏡３１は貴金属でできており、有利には金でできてい
る。サファイアへの金の付着性を高めるためにクロム層が利用される。金や銀などの貴金
属コーティングのための焼結温度は、最高で８５０℃である。
個別ケースによってはただ１つのクロム層があれば十分な場合もあるが、その場合には反
射性は低下する。１つの対案の要諦は、誘電性材料からなる単層または多層を採用するこ
とにある。
【００５５】
　第１のハウジング本体：
第１のハウジング本体１は酸化アルミニウム・セラミックまたはサファイアで製作されて
いてよい。ダイヤフラムと支持体の熱膨張係数が好適なのでサファイアのほうが好ましい
。コスト面の理由により、第１のハウジング本体に酸化アルミニウムを用いることもでき
る。その場合にはハウジング本体に開口部を穿設することができ、この開口部に部分反射
鏡が組み付けられるとともに、光ファイバのための保持部材が取り付けられる。
【００５６】
　部分透過性の鏡（図８、図９および図１０）：
窓３３の内側表面３４における部分透過性の鏡材料の選択は特別に難しい。セルの製造プ
ロセス中、焼結温度とボンディング温度は最高７００℃にまで達する。このことは、鏡材
料が拡散して逃げたり昇華するのを防ぐために、特別に問題となる。
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部分反射鏡は、透明なサファイアの窓表面３４にクロムを蒸着させることによって生成さ
れる。クロム層はたとえば約５ｎｍの厚みを有している。酸化に対するクロム層の防護性
を向上させるために、任意選択で、五酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ５）からなる保護層をクロ
ム層の表面へ塗布することができる。サファイア窓は、ダイヤフラムの組付けについて上
に説明したのと同じやり方により、はんだガラスの焼付けによってハウジング本体へ組み
付けられる。
【００５７】
　ＯＤＧキャビティの平行性：
優れた感度を実現するためには、ダイヤフラム２の上の鏡３１とハウジング本体１にある
部分透過性の鏡３４とが厳密に平行に向いていなくてはならない。最大限許容される角度
の傾き｜α＋β＋γ｜は、図８の図面に示すように０．０５ｍｒａｄである。
【００５８】
　バッフル：
図１０に示すように、バッフル４１がセンサヘッドの手前に配置されるのが好ましい。こ
れは少なくとも２つの役割を果たす。繊細なダイヤフラム２への直接的な視覚的つながり
が成立しないことが確保される。したがってガス分子は、ダイヤフラム２に到達するより
も前に、測定セルの別の部分に少なくとも２回当たる。凝結をしやすいガス粒子は、ダイ
ヤフラム表面で凝結できるようになる前に、バッフル表面で析出させるのが好ましい。こ
のことはセンサドリフトをいっそう低減させ、センサの耐用寿命を長くする。バッフルは
強制的な壁との接触によってプラズマを帯電強度が低いガスへ変換し、有利には中性状態
へと変換する役目も果たす。
【００５９】
　浸漬センサ：
ＯＤＧセンサのコンセプトは浸漬構造として適用することもできる。これは図１１に示す
ように、さらに別の有利な構成となる。
この構成では、センサセルは主真空室からパイプに引き込まれているのではない。センサ
ヘッドをフランジ４０，４０’へ直接配置することができる。この場合、センサは真空室
の真空へ直接浸漬される。ダイヤフラムとセンサハウジングは耐腐食性材料でできている
。
【００６０】
　多重センサヘッド：
光学式の信号読取りは多重センサヘッドの使用を可能にし、その場合、ただ１つの分光計
によって信号読取りが可能である。このことは、分光計の入力部で平行に配置された複数
の別個のファイバを使用することによって具体化することができ、または、分岐したファ
イバまたはファイバスイッチを使用することもできる。センサヘッドは、システムまたは
設備のさまざまな場所に配置することができる。
【００６１】
　同一のフランジ４０，４０’に複数のセンサを直接相並んで配置するという選択肢は、
これよりもはるかに興味深い。その様子は図１１に多重ヘッドを備える浸漬センサとして
模式的に図示されている。それぞれのヘッドは冗長性を実現するために同一型式であって
よく、または、さまざまに重なり合う圧力領域もしくは隣接する圧力領域を測定できるよ
うにするために、それぞれ異なる型式であってもよい。このことは、ただ１つのフランジ
接続部をチャンバで使用しながら、幅広い測定領域をカバーできるようにすることを可能
にする。
従来の容量式のダイヤフラム型マノメータは４ディケードのダイナミックレンジを有して
いた。このことは、たとえば１０－５ｍｂａｒから大気圧までの範囲をカバーできるよう
にするために、少なくとも２つの異なる測定管を利用しなければならないことを意味して
おり、その各々が独自の別個の真空室接続部を必要とする。それに対して、複数のセンサ
がただ１つのフランジ４０，４０’に保持手段４３によって配置されていれば、ダイヤフ
ラム寸法の適合化によって、異なる圧力領域について各々のセンサを設けることができる
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能である。このことは利用者にとってのコスト削減も意味している。利用者はフランジの
溶接に短い時間しか必要とせず、また、センサをデータ検出システムと接続するのに短い
時間しか必要としない。
【００６２】
　本発明に基づくセンサの主要な特性は、現代の半導体製造装置でしばしば生じる強力な
ＥＭＩ（電磁干渉）の影響がある環境下での高い温度で利用可能な耐腐食性を備えている
という点にある。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１ａ】半導体産業で適用されるプロセスについての典型的な圧力領域を示すグラフで
ある。
【図１】従来技術に基づく容量式の真空測定セルを示す断面図である。
【図２】図１の断面図の拡大図である。
【図３】従来技術に基づくゲッター構造を示す断面図である。
【図４】従来技術に基づく別のゲッター構造である。
【図５】従来技術に基づくゲッター構造とともに容量式の真空測定セルを示す断面図であ
る。
【図６ａ】ＣＤＧ測定セルにおける圧力負荷のもとでのダイヤフラム撓みの図を示す断面
図である。
【図６ｂ】ＣＤＧ測定セルにおける圧力負荷のもとでのダイヤフラム撓みの図を示す断面
図である。
【図７】本発明による干渉応用圧力測定システムを示す模式図である。
【図８】本発明に基づいてダイヤフラムとハウジング本体と窓との角精度を定義するため
の光学式ダイヤフラム測定セルを示す断面図である。
【図９】本発明による有利な鏡層システムを示す断面図である。
【図１０】ダイヤフラムミラーと、これと間隔をおいた二重ガラスファイバ構造とを備え
る光学式のダイヤフラム測定セル構造を、焦点合わせ距離が大きい場合について示す断面
図である。
【図１１】ただ１つの支持体の上にある多重センサを備えた浸漬センサ構造を示す断面図
である。
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